
《歳 入》 

１．市 税 
（１）市税収入の状況 

 令和５年度市税の決算状況は第１表のとおりであり、市税全体の調定額は８８億４，１５０ 

万６，３９８円で、前年度と比較して、３億３，９７８万７，１２４円（４．０％）の増となっ

ています。 

収入済額は８５億４，０４５万２，９７６円で、前年度に比べ３億６，０６０万３，０２９円 

（４．４％）の増となり、収納率は、前年度よりも０．４ポイント増の９６．６％となりました。 

また、不納欠損額は、３，８１８万５６４円で、前年度に比べ１，０２８万１，５４９円（３

６．９％）の増、収入未済額は、２億６，２８７万２，８５８円で前年度に比べ３，１０９万７，

４５４円（１０．６％）の減となっています。 

 

第１表 市税決算状況                         （単位：円、％） 

年度    区分 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額 収納率 

令和元年度 8,045,173,419 7,684,822,175 36,292,696 324,058,548 95.5 

令和２年度 8,206,131,524 7,866,105,521 33,408,474 306,617,529 95.9 

令和３年度 8,301,366,790 7,994,428,294 20,884,932 286,053,564 96.3 

令和４年度 8,501,719,274 8,179,849,947 27,899,015 293,970,312 96.2 

令和５年度 8,841,506,398 8,540,452,976 38,180,564 262,872,858 96.6 

対前年度 
増 減 率 

元 年 度 0.5 0.7 8.3 △3.8 ㌽ 0.1 
２ 年 度 2.0 2.4 △7.9 △5.4 ㌽ 0.4 
３ 年 度 1.2 1.6 △37.5 △6.7 ㌽ 0.4 
４ 年 度 2.4 2.3 33.6 2.8 ㌽△0.1 
５ 年 度 4.0 4.4 36.9 △10.6 ㌽ 0.4 

 

令和元年度から令和５年度までの市税の決算額を、現年課税分と滞納繰越分とに分けると、第

２表のとおりであり、令和５年度の現年課税分の調定額は、８５億４，８４０万５，６０１円で、

前年度に比べて３億３，２１８万８，０６３円（４．０％）の増となっています。 

収入済額は、８４億４，１９６万５，９４７円で、前年度に比べ３億３，５７７万３，８１５

円（４．１％）の増となり、収納率は、９８．８％で前年度より０．１ポイントの増となってい

ます。 

 また、滞納繰越分の調定額は、２億９，３１０万７９７円で、前年度に比べ７５９万９，０６

１円（２．７％）の増となっています。収入済額は、９，８４８万７，０２９円で、前年度に比

べ２，４８２万９，２１４円（３３．７％）の増となり、収納率は、３３．６％で前年度より７．

８ポイントの増となっています。 

 

第２表 現年課税分、滞納繰越分決算状況                （単位：円、％） 

  区分 

年度 

現 年 課 税 分 滞 納 繰 越 分 

調 定 額 収 入 済 額 収納率 調 定 額 収 入 済 額 収納率 

令和元年度 7,709,440,204 7,600,633,230 98.6 335,733,215 84,188,945 25.1 

令和 2 年度 7,882,724,958 7,776,974,135 98.7 323,406,566 89,131,386 27.6 

令和 3 年度 7,995,861,442 7,896,515,579 98.8 305,505,348 97,912,715 32.0 

令和 4 年度 8,216,217,538 8,106,192,132 98.7 285,501,736 73,657,815 25.8 

令和５年度 8,548,405,601 8,441,965,947 98.8 293,100,797 98,487,029 33.6 

5/4 
額 332,188,063 335,773,815 － 7,599,061 24,829,214 － 

率 4.0 4.1 － 2.7 33.7 － 



現年課税分の調定額、収入済額を税目別にすると第３表のとおりであり、令和５年度調定額は

前年度に比べ、個人市民税が２．７％、法人市民税は１３．５％、固定資産税は３．９％の増、

交付金は４.３％、軽自動車税環境性能割は１２．７％の減、軽自動車税は２．５％、市たばこ税

は１．３％、都市計画税は２．８％の増となっています。 

令和５年度の収納率については、市税全体で９８．８％、前年度に比べ０．1ポイントの増と

なっています。 

 

第３表 税目別の市税収納状況（現年課税分）             （単位：千円、％） 

        

      年 度 

税 目 
令和 3年度 

対前年度増 

減率又は収 

納率 

令和 4年度 

対前年度増 

減率又は収 

納率 

令和 5年度 

対前年度増 

減率又は収 

納率 

市

民

税 

個  人 
調定額 2,539,053 1.5 2,508,880 △1.2 2,575,943 2.7 

収入済額 2,498,479 98.4 2,463,729 98.2 2,530,142 98.2 

法  人 
調定額 591,435 △0.1 642,647 8.7 729,337 13.5 

収入済額 588,112 99.4 635,865 98.9 723,532 99.2 

固
定
資
産
税 

固定資産税 
調定額 3,924,927 1.1 4,069,418 3.7 4,229,420 3.9 

収入済額 3,877,798 98.8 4,020,567 98.8 4,185,535 99.0 

交 付 金 
調定額 676 0.0 676 0.0 647 △4.3 

収入済額 676 100.0 676 100.0 647 100.0 

軽
自
動
車
税 

環境性能割 
調定額 5,303 0.2 8,830 66.5 7,709 △12.7 

収入済額 5,303 100.0 8,830 100.0 7,709 100.0 

軽自動車税 
調定額 194,383 1.5 200,658 3.2 205,755 2.5 

収入済額 189,355 97.4 194,889 97.1 200,286 97.3 

市 た ば こ 税 
調定額 465,848 7.8 496,090 6.5 502,373 1.3 

収入済額 465,848 100.0 496,090 100.0 502,373 100.0 

都 市 計 画 税 
調定額 274,236 △1.5 289,018 5.4 297,221 2.8 

収入済額 270,944 98.8 285,546 98.8 291,742 98.2 

合   計 
調定額 7,995,861 1.4 8,216,217 2.8 8,548,405 4.0 

収入済額 7,896,515 98.8 8,106,192 98.7 8,441,966 98.8 

 

 市税調定額の税目別構成比の推移は第４表のとおりであり、令和５年度調定額の構成比をみる

と、前年度に比べ、市民税は３８．６％で０．２ポイントの増、軽自動車税は２．５％で０．１

ポイント、市たばこ税は５．９％で０．１ポイントの減となっています。 

 

第４表 市税調定額の税目別構成比の推移（現年課税分）            （単位：％） 

税目    年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

市 民 税 40.7 39.2 39.2 38.4 38.6 

固 定 資 産 税 48.0 49.3 49.1 49.5 49.5 

軽 自 動 車 税 2.4 2.5 2.5 2.6 2.5 

市 た ば こ 税 5.5 5.5 5.8 6.0 5.9 

都 市 計 画 税 3.4 3.5 3.4 3.5 3.5 

合   計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

 

市民一人当たりの税負担額の推移は第５表のとおりであり、令和５年度は１４９，０９６円で

前年度に比べ５，２５３円（３．７％）の増となっています。 



第５表 市税調定額の市民一人当たり税目別市税負担額（現年課税分）    （単位：円、％） 

税目    年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

市 民 税 46,527 46,521 47,479 47,655 49,123 

固 定 資 産 税 68,128 72,224 73,395 77,296 80,654 

軽 自 動 車 税 3,480 3,663 3,734 3,979 4,071 

市 た ば こ 税 7,878 8,041 8,711 9,423 9,580 

都 市 計 画 税 4,792 5,181 5,128 5,490 5,668 

合  計 130,805 135,630 138,447 143,843 149,096 

対 前 年 度 比 2.1 3.7 2.1 3.9 3.7 

※人口は、各年度４月１日現在とする。（法人・交付金を除く）     

                             

（２）滞納繰越分の状況 

 滞納繰越分の収納率の推移を税目別に示すと第６表のとおりであり、令和５年度は、前年比で

市民税が７．８ポイント、固定資産税が８．６ポイント、軽自動車税が０．６ポイント、都市計

画税が５．９ポイントの増となりました。 

 滞納整理の取り組みの状況としては、第７表のとおりであり、休日窓口、夜間納税相談のほか、

徴収員による訪問徴収、茨城租税債権管理機構への徴収困難案件の移管による滞納整理等を実施

しました。 

 滞納処分による差押の状況については、第８表のとおりであり、令和５年度においては全体で

５６３件を実施し、前年度に比べ８１件の増となっております。 

 また、延滞金・督促手数料の徴収状況は第９表のとおりです。 

 

第６表 滞納繰越分の税目別収納率                     （単位：％） 

税目         年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

市 民 税 32.0 35.3 36.1 31.5 39.3 

固 定 資 産 税 20.6 23.8 31.7 23.4 32.0 

軽 自 動 車 税 19.5 20.2 18.6 18.9 19.5 

市 た ば こ 税 － － － － － 

都 市 計 画 税 23.1 19.0 24.9 17.6 23.5 

合    計 25.1 27.6 32.0 25.8 33.6 

              

第７表 滞納整理状況                           （単位：千円） 

区分       年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

市 外 徴 収 788 45 363 432 522 

休 日 窓 口 9,987 10,066 7,929 7,566 7,115 

夜 間 徴 収 7,034 － － － － 

徴 収 員 徴 収 35,675 24,553 19,738 14,557 13,736 

管理職及び主査・主幹徴収  － － － － － 

夜 間 納 税 相 談 985 761 530 1,643 624 

交 付 要 求 93 168 486 140 591 

租税債権管理機構移管徴収  34,455 29,224 20,713 11,244 12,177 

合    計 89,017 64,817 49,759 35,582 34,765 

 

 

 



第８表 差押状況                              （単位：件） 

区分       年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

土 地 ・ 家 屋 16 13 26 11 8 

預 貯 金 269 334 355 250 369 

生 命 保 険 27 59 83 60 42 

給 与 9 26 60 92 80 

その他（動産、還付金等） 36 29 45 69 64 

合    計 357 461 569 482 563 

 

第９表 延滞金・督促手数料徴収状況                   （単位：千円） 

区分    年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

延 滞 金 12,024 12,348 13,174 8,781 11,927 

督 促 手 数 料 1,591 1,502 1,355 1,355 427 

合  計 13,615 13,850 14,529 10,136 12,354 

 

督促状、催告書及び口座振替不能通知の発送状況については第１０表、また、職権消除者・死

亡者の状況については第１１表のとおりです。 

 

第１０表 督促状・催告書・口座振替不能通知発送状況             （単位：件） 

区分      年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

督

促

状 

市 民 税 5,980 5,257 5,128 5,696 5,630 

固定資産税 8,896 8,575 8,052 9,394 8,242 

軽自動車税 2,910 2,379 2,269 2,305 2,232 

小   計 17,786 16,211 15,449 17,395 16,104 

催 告 書 8,197 6,334 7,443 7,535 7,380 

口座振替不能通知 2,695 3,354 3,443 3,137 3,119 

合     計 28,678 25,899 26,335 28,067 26,603 

 

第１１表 職権消除者・死亡者状況                   （単位：件、千円） 

  年度 

区分 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

件数 滞納金額 件数 滞納金額 件数 滞納金額 件数 滞納金額 件数 滞納金額 

職権消除者 70 8,484 49 8,018 45 6,291 104 14,778 61 6,438 

死 亡 者 95 13,539 60 9,027 55 45,665 64 10,090 102 6,759 

合 計 165 22,023 109 17,045 100 51,956 168 24,868 163 13,197 

 

（３）不納欠損処分の状況 

 令和５年度の税目別の不納欠損処分の状況は第１２表のとおりであり、市税合計で３，８１８

万１千円、前年と比べ１，０２８万２千円の増となっています。 

 

 

 

 

 

 

 



第１２表 税目別不納欠損処分の状況                 （単位：件、千円） 

年度 

税目 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

件数 税 額 件数 税 額 件数 税 額 件数 税 額 件数 税 額 

個人市民税 298 13,762 249 10,221 129 5,059 248 7,948 286 11,332 

法人市民税 13 885 11 540 9 394 21 1,199 26 1,449 

固定資産税 

（都市計画税） 
657 18,815 634 20,064 423 13,248 491 16,281 952 21,155 

軽自動車税 510 2,831 430 2,583 284 2,184 303 2,471 497 4,245 

市たばこ税 - - - - - - - - - - 

合  計 1,478 36,293 1,324 33,408 845 20,885 1,063 27,899 1,761 38,181 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．地方譲与税～２２．市債                      （単位：千円、％） 

款 
令和 4年度 令和 5年度 

増減率 概  要 
決算額 構成比 決算額 構成比 

2.地方譲与税 

（地方揮発油譲与税） 
74,845 0.3 75,060 0.3 0.3 

地方揮発油税収入額の 100分の 42が、
市町村道の延長及び面積により按分さ
れ譲与される。 

2.地方譲与税 

（自動車重量譲与税） 
224,026 1.0 226,289 0.9 1.0 

自動車重量税収入額の 1000分の 407が、
市町村道の延長及び面積により按分さ
れ譲与される。 

2.地方譲与税 

（森林環境譲与税） 
8,868 0.0 8,868 0.1 0.0 

森林環境税収入額の 25分の 22が、私有
林人工林面積、林業就業者数及び人口に
より按分され譲与される。 

3.利子割交付金 

2,175 0.0 1,935 0.0 △11.0 

県に納入された県民税利子割のうち、個
人の納めた部分から事務費を控除した
額の 5分の 3が、その市町村の個人県民
税の額に応じて市町村に交付される。 

4.配当割交付金 
31,630  0.1 36,762 0.2 16.2 

県に納入された県民税配当割から、事務
費を控除した額の一部が、市町村に交付
される。 

5.株式等譲渡所得割

交付金 
25,045  0.1  41,028 0.2 63.8  

県に納入された県民税株式等譲渡所得
割から、事務費を控除した額の一部が、
市町村に交付される。 

6.法人事業税交付金 
138,214  0.6  156,683 0.6 13.4  

法人事業税額収入金の 100分の 7.7が、
市町村の法人税割額及び従業者数によ
り按分され交付される。 

7.地方消費税交付金 
1,292,578  5.5  1,296,133 5.3 0.3 

都道府県間で精算後の地方消費税の 2
分の 1相当額が、人口及び従業者数によ
り按分され交付される。 

8.ゴルフ場利用税 

交付金 
71,779  0.3  72,711 0.3 1.3  

県で収入したゴルフ場利用税のうち 10
分の 7が、ゴルフ場が所在する市町村に
交付される。 

9.環境性能割交付金 
29,729  0.1  35,093 0.1 18.0  

自動車税環境性能割額の 100分の 40.85
が、市町村道の延長及び面積により按分
され譲与される。 

10.地方特例交付金 

（減収補てん特例交 

付金） 

47,548  0.2  46,474 0.2 △2.3  

住宅借入金等税額控除による個人住民
税の減収分を補てんするため交付され
る。 

10.地方特例交付金 

（新型コロナウイル 

ス感染症対策地方 

税減収補填特別交 

付金） 

15,168 0.1 31,979 0.1 110.8 

新型コロナウイルス感染症に伴い、生産
性革命の実現に向けた固定資産税の特
例措置の拡充による減収分を補てんす
るため交付される。 

11.地方交付税 

（普通交付税） 4,082,236 17.5 3,960,819 16.3 △3.0 

国税のうち所得税・法人税・酒税・消費
税の一定割合及び地方法人税を原資と
して、基準財政需要額が基準財政収入額
を超える団体に交付される。 

11.地方交付税 

（特別交付税） 
541,953 2.3 533,985 2.2 △1.5 

普通交付税で捕捉されない特別な財政
需要に対し交付される。 

12.交通安全対策特別

交付金 
4,318  0.0  3,749 0.0 △13.2  

交通安全施設整備の財源として、道路交
通法に定める反則金を財源として交付
される。 

13.分担金及び負担金 78,589  0.4  71,674 0.3 △8.8  保育園委託保護者負担金、放課後児童ク
ラブ保護者負担金等 

14.使用料及び手数料 

159,427  0.7  166,753 0.7 4.6  

認定こども園保育料、道路占用料、住宅
使用料、戸籍住民諸証明等手数料、税務
諸証明手数料、開発許可等申請手数料等       

15.国庫支出金 
4,281,903  18.3  3,925,019 16.2 △8.3  

各事業及び事務に係る負担金、補助金、
委託金 



 

【普通交付税算出資料】                      （単位：千円、％） 

 令和 4年度 令和 5年度 増減率 

基準財政需要額：A 11,661,138 11,793,308 1.1 

基準財政収入額：B 7,578,902 7,832,489 3.3 

交付基準額：C(A-B) 4,082,236 3,960,819 △3.0 

調整額：D 0 0 0.0 

普通交付税額(C-D) 4,082,236 3,960,819 △3.0 

 

【市債の内訳】                                                                     (単位：千円) 

 金額 使用目的 

岩井保健センター改修事業債 141,000 岩井保健センター改修事業 

道路新設改良事業債 157,100 道路整備事業 

橋りょう改良事業債 6,200 四ツ家横断歩道橋改修事業 

地域利便施設整備事業債 13,400 地域利便施設整備事業 

岩井第一小学校体育館改築事業債 101,400 岩井第一小学校体育館改築事業 

地域振興基金造成事業債（合併特例事業債） 255,000 地域振興基金造成事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円、％） 

款 

令和 4年度 令和 5年度 
増減率 

概  要 
決算額 構成比 決算額 構成比 

16.県支出金 
1,667,191 7.1 1,535,353 6.3 △7.9 

各事業及び事務に係る負担金、補助金、
委託金 

17.財産収入 
24,232  0.1  597,975 2.5 2367.7 

土地建物貸付収入、基金利子、土地売払
収入等 

18.寄附金 
99,995  0.4  150,744 0.6 50.8 

一般寄附金、ふるさと応援寄附金、まち・
ひと・しごと創生寄附活用事業寄附金 

19.繰入金 
503,936  2.2  323,523 1.3 △35.8 

基金繰入金、特別会計繰入金 

20.繰越金 
919,714 4.0  1,402,237 5.8 52.5 

前年度からの繰越金 

21.諸収入 
608,851 2.6  352,921 1.5 △42.0 

貸付金元利収入、受託事業収入、給食費
保護者納付金等 

22.市債 
255,300 1.1  674,100 2.8 164.0 

総務債、衛生債、土木債、教育債 



市税収入以外の滞納額の状況 

 

（款）１３．分担金及び負担金                        （単位：円、％） 

項   目 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率 

保育所保護者負担金 377,700 105,500 249,500 22,700 27.9 

  滞納繰越分 377,700 105,500 249,500 22,700 27.9 

放課後児童クラブ保護者負担金 49,866,210 49,549,460 0 316,750 99.4 

  現年分 49,606,960 49,374,210 0 232,750 99.5 

  滞納繰越分 259,250 175,250 0 84,000 67.6 

助産施設入所者負担金 2,200 0 0 2,200 0.0 

  滞納繰越分 2,200 0 0 2,200 0.0 

未熟児養育医療費負担金 541,810 536,110 0 5,700 98.9 

  現年分 541,810 536,110 0 5,700 98.9 

通学バス保護者負担金 1,766,000 1,760,000 0 6,000 99.7 

  現年分 1,754,000 1,751,000 0 3,000 99.8 

  滞納繰越分 12,000 9,000 0 3,000 75.0 

 

（款）１４．使用料及び手数料                        （単位：円、％） 

項   目 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率 

認定こども園保育料 417,900 62,800 275,200 79,900 15.0 

  滞納繰越分 417,900 62,800 275,200 79,900 15.0 

住宅使用料 56,191,600 45,741,200 0 10,450,400 81.4 

  現年分 39,619,900 38,892,600 0 727,300 98.2 

現年分駐車場使用料 4,480,000 4,374,000 0 106,000 97.6 

  滞納繰越分 10,757,700 2,196,100 0 8,561,600 20.4 

滞納繰越分駐車場使用料 1,334,000 278,500 0 1,055,500 20.9 

 

（款）２１．諸収入                             （単位：円、％） 

項   目 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率 

給食費保護者納付金 106,202,005 93,513,357 684,530 12,004,118 88.1 

  現年分 93,840,830 91,080,357 0 2,760,473 97.1 

  滞納繰越分 12,361,175 2,433,000 684,530 9,243,645 19.7 

認定こども園給食費等保護者納付金 11,109,300 11,082,300 0 27,000 99.8 

  現年分 11,109,300 11,082,300 0 27,000 99.8 

生活保護法第６３条による返還金 4,218,549 398,765 0 3,819,784 9.5 

  滞納繰越分 4,218,549 398,765 0 3,819,784 9.5 

生活保護費返還金 1,587,830 0 0 1,587,830 0.0 

  滞納繰越分 1,587,830 0 0 1,587,830 0.0 

生活保護法第７８条による返還金 7,385,808 198,726 0 7,187,082 2.7 

  現年分 340,336 65,000 0 275,336 19.1 

滞納繰越分 7,045,472 133,726 0 6,911,746 1.9 

 


